
The Japan Association of College English Teachers (JACET)

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Assoolatlon 　of 　College 　Engllsh 　Teaohers 　（JACET ｝

9 月 13 日 （土）　 シ ン ポ ジ ウ ム 3 　第 2 室 （310）

シ ンポ ジ ウ ム

そ の 他 （韓 国の 英語教育）

〈東 ア ジ ア英語教育研究会〉

　 　　　 　　　 　　　 韓 国英語 教育の 現 状 と課 題

　　English　Education　in　South　Korea；The　Current　Situation　and　Issues

司会者　木下　正 義

提案者　清永　克己

提案者　木村　裕三

提案者 　樋 口　晶彦

（福岡国 際大学）

（飯塚 日新館 中学校）

（富山大学）

（鹿児島大学）

［本研究 の趣 旨］

東ア ジ ア英語教育研究会 は 夏期休暇 を除 い た 月例 の 研 究会 を始めて 平 成 20 年 3 月

で 77 回 目を迎える 。 北は北海道か ら南は鹿児 島まで 会員数 も 60 名を超え る研究会

に な っ た。 今回 は東ア ジ ア 英語教育の 研 究 の 上 で 、 「韓 国の 英語 教育の 現 状 と課題」

につ い て 発表 と討議す る 。 日本の 外国 語教育政策 と異な り 、 韓 国で は 1997 年度に

小 学校で は 3 年生 か ら 「英語」 が 教科 と開始 され て 早 10 年 にな る 。 2010 年度 よ

り小学校で は 第 1 学年 よ り 「英 語」 の 授 業が 開始予 定 され て い る とい う 。 先週 の 「韓

国 レポ
ー

ト」 に今春 に 大統領 に就任す る李　 明博大統領は 2012 年度か ら中学校 ・

高等学校で は 英語授業 を総て 「英語」 で の 授業 を 義務づ け る 発表 した と聞 く 。 亦 、 将

来 は 「英 語 」 を公 用語 として の 位置づ け を考 慮 して い る とい う。

今回 の シ ンポ ジウ ム で は 、 長年 「韓国英語」に つ い て研究 されて きた清永先生が 「中

学校の 英語教 科書」に 関する 発表、木村 先生及び樋 口 先生 は科学研究 費を取得されて

訪 韓 されて の 「韓 国英 語 教育事情」 に つ い て の 研究 ・報告で あ る 。 日本で 一番 の 隣国

で あ る 「韓 国 の 英語 教育 」 に 関心 ・興味 及び研究 をされ て い る諸先生 方の ご参加 を期

待 し 、 活発 な意 見 交換 を期 待 した い 。

中学校の 教科 書 に 見 る初 等 学校 英語 教育 の 影 響

　　　　　　　　　　　　　　清永 　克己 （飯塚 日新館中学校）

　韓 国 の 初等学校で は ， 1981年か ら特別 授 業 と して 週 1 時 間英語 が 導 入 され て い たが ，

199了年か ら正 規授業 として 組み込ま れ た 。 しか し、これ は第 6 次教育課 程 （日本の 学

習指導要領 に相当）の 途中か らの 導入 で あ っ た 。 2000年か ら施行 され た 第 7 次教育 課

程 で は、初 等 学校 1 年か ら高校 1 年 まで の 10年 間を 「国民共通 基本教育課 程」 と し 、

高校 2 年 と 3 年 は 学習 者が 選 択 して 履修 す る 事 が可 能な 「選択 中心 教育課 程」と した。

英語教育 は初等学校の 3年か ら導 入 さ れ た 。

　両 国 民の 最大 の 関心事で あ る 大学 入 試 で 、 日本 の セ ン タ
ー

試験 に 当 る 「修学能 力試

験」 の 試 験 範 囲 は高校 1 年 まで で あ り、初等学校 の 3 年か らの 8 年間 を 範囲 と し て い

る 。 こ れ は 、 日本 の 中学か ら高校 の 6 年 間 と同 じ学習 内容 で あ る 。 初等学校 の 4 年間
の 英語 教 育 は 中学校の 学習に い ろい ろな 意 味 で 影 響 して い る と考 え られ る 。 それ が ど

の よ うな もの な の か を研究す る 事は 、 と て も 意義 の ある こ とだ と考 える 。 初 等学 校 の

英語教育 は 音 声 を 申心 と した もの で 、文字 に よ る 本格的な 学習は 中学校 に な っ て か ら

で ある 。 従 っ て 中学校 の 教科 書 か ら初 等学校 の 英語教 育の 影 響を調べ 、 具体的 に 明 ら

か に した い 。
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新 しい 韓国現職初等学校英語教員研修と授業実践の 関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 木村　裕三 （富山大学）

　1997年に初等学校に正課 と して 英語が導入 されて IO年が 経過 した韓国で は ，現在各地方 の教

育庁が独 自に 初等学校英語科教員向けの 研 修 を展開す る動きを見せ て い る． こ れは，全国
一

律展

開の 基礎 （夏期）・深化 （冬期）各 120時間研修が実質的に終 身免許制で あ りリピー
トで きな い こ

と，そ の た め継 続研 修を希望す る熱い 要望 が現場 か ら少な か らず ある こ とを反 映 して の 動 向で あ

る ．中で も京畿道北部の 初等学校 を管轄す る京畿道教育庁第 2 庁 （議政府市）は ， これまで に も

初等学校英語教員向けに斬新な研修プロ グラム を提供 して い る ．本発表で は ，2008年 i月 に京畿

道教育庁第 2庁 が主催 し ， ソ ウル 淑 明女子大 学 グロ ーバ ル 人的 資源 開発セ ンターが 担 当 して 実施

された 2 つ の 初等学校英語教員向 け研修 を検証す る． 1っ は 「グロ ーバ ルエ リ
ー

ト英語教師養成

課程」，他方 は 「英語 ドラマ の 理解 と実践 的指 導方法」 で あ る．具合的 には ， これ ら 2 つ の研 修内

容 を ，
2eOl年 1月 ， 仁川教育大学 （現京仁教育大学〉主催で 実施 された仁川市初等学校英語教員

向け冬期深化研修 （2e日間 120時間）の 内容 と比 較し，この 7 年 間の 研修の 質的変化を検証す る ．

更 に 「グロ ーバ ル エ リー ト英語 教師養 成 課程」に参加 した初等 学校英 語教 員の 教 室実践 を分析 し ，

研修 内容 と現 場の 実践 との 関係 を探索 した い ．そ の 結果 に併せ ，ポス ト第 7次教育課 程の 韓国学

校英語教育が 日本の 学校英語教育 に 与え る示 唆 を考察す る ，

　　　　　　　　　　 韓 国 の 初等学校英語 教育 一忠清南道 の 現状 一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　樋 口　 晶彦 （鹿児島大 学）

　韓国の 教育改革は 、 朝鮮戦争後の 1954年 を第 1 次教育改革 として始ま り、 時を隔て て 1997年

度 12月に告示 され 2000年初等学校か ら実施されたの が現在施行中の 第 7 次教育改革で ある 。 初

等学校教科書 の 編著者 の
一人 Kim （2006｝ によ る と、初等学校英語教育導入 当時 に出て い た諸問

題が 再び 浮上 して い る とい う。 さ らに 、開始時期 を早め る 可能性や 内容の 変化の 可能性な ども現

在 議論 の 途上 にあ るよ うだ 。 2008年 2月に至 っ て は 、 英語授業時 間数を増や す 可 能性 も出 て き た 。

実際 、 韓国 教 育 人 的資源 部 の EPIK ｛Engl　ish　Program　 in　Korea） の 設立 や 民 間 の テ ス ト PELT
（Primary　School　Engl　ish　Language　Test） の 台頭 、さ らに最 近 で は京畿道、パ ジ ュ 、仁川、そ し

て済州島などの English　Village，　 English　Cityの 設 立や そ の 存続 を巡 る 問題、さ らに 韓国 の 公

教育と して の 英語教育の 非効率性、非経済性な どまで もが話題 に 上 るよ うに な っ た （Ryu，2DO了）。

こ う した現状か ら判断する に 、韓国の 早期英語教育や 公教育 と して の 英語教育全般 な どは新 た な

段階へ 入 っ た と考え られ る 。

　 20 世紀末よ り韓国の 英語教育や外国語 教育に は多 くの 研 究者 が強 い関 心 を示 して きた 。 しか し

こ こ に 至 っ て 留意すべ きは 韓国の 初等学校英語教育の 目的論で ある 。 韓国で は技能習得 を 目指す
「英語教育論」 中心 の 考 え方で あ り、英語 を通 して 子供 の 学び の 充実や 可能性 を探 る とい う 「小

学校教育論」 と して 必 ず しも捉 え られ て は い な い の で ある 。 こ の 辺 りは今後 日本の 小学校英語 活

動や 英 語教育 を議論 して い く上 で 韓国 の 英語教 育の 過大評価の 前に十 分 留意 して お く必 要 が あ り

そ うだ 。 本発表は 、 2回 の 実地調 査 を踏 まえ て 忠 清南道 の 初等学 校英語 教育 の 現状 を報告す る 。

237

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　


